
１　職員の任免に関する状況
　１　職員の任免状況 （ 単　位 ： 人 ）

（注）平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの人数

　２　採用試験の実施状況　（平成25年４月１日採用者試験状況）
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-
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臨 床 工 学 技 士

管 理 栄 養 士

土 木 技 師
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勧　　奨

-      -      

-      -      

定　　年

1      

上 級

1      

採　　用

6       

-      

退　　職

合　　計
自己都合
その他

1       

看 護 師

36     

介 護 員 ・ 支 援 員

22     計

種類

西予市職員
採用試験

一般行政事務（上級）
一般行政事務（初級）
一般行政事務（社会人枠）
土木技師(上級)
建築技師（上級）
保健師
薬剤師
看護師
保育士
介護職員

※看護師二次募集実施

西予市の人事行政の運営等の状況について

西予市消防職員
採用試験

消防（初級）

＜一次試験＞
教養試験
作文試験
体力検査

＜二次試験＞
面接試験

　　　◆西予市総務部総務課　（℡　0894（62）6400）

-

-

薬 剤 師 -      

1       

-      

-      

-      

技 能 労 務 職

2      

-       

-       

-       

-      

6      

-       

-      

1       

-       

内容

15      

2       

-       

9      

-      

＜一次試験＞
教養試験（一般行政事務（上級）・（初級）のみ）
専門試験（土木技師(上級)・建築技師(上級)のみ）
社会人基礎試験(一般行政事務（社会人枠)のみ)
作文試験
プレゼンテーション試験(一般行政事務（社会人枠)の
み)
面接試験(保健師・薬剤師・看護師・介護職員・保育士)

＜二次試験＞
集団討論試験（一般行政事務（上級）のみ）
面接試験

1       

14     

5      

試験区分

-      

消 防 職 員 初 級

-      

5       

臨 床 検 査 技 師

医 師

作 業 療 法 士 - -      

-      

-      

上 級 1       

-       

-      

1      

-      

-      -      

-       

-      -      -      -       

-      -      

-      1       

1       

-      

一 般 行 政 職
-      

理 学 療 法 士 - -      

-      

-      

上 級

建 築 技 師

保 育 士 ・ 幼 稚 園 教 諭

　地方公務員法第５８条の２及び西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、西
予市人事行政の運営等の状況の概要について公表します。
　なお、ご不明な点やご質問等がありましたら、次までお問い合わせください。

初 級 21     -      

区　　分

3      24      
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２　職員の給与及び職員数の状況
　１　総括

　（１）人件費の状況（普通会計決算）

　（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）　１　職員手当には退職手当を含まない。

 　　   ２　職員数は、平成25年４月１日現在の人数である。

　　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員(再任用職員(短時間勤務))の給与費

　　　　　が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

　（４）ラスパイレス指数の状況

１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の

　職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の

　俸給月額を100として計算した指数。

 　　 ２　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした

　場合の値である。

16.5

歳 出 額

給与費

人 件 費

568

　　　　　Ａ

千円

1,976,398

　　　　　　千円人　 　　　　　千円

人

699,196

職員数

千円

2,958,471

千円　　　　　千円

5,209

一人当たり給与費

千円

5,607

（参考）類似団体平均

一人当たり

千円

19.3

　　　　　　　　　　　％　　　　　　％

実 質 収 支 （参考）

24年度の人件費率Ｂ／Ａ

27,181,049

　　　　　千円

　　　　　　Ａ

762,257 4,495,908

給与費 B/A

41,809

人 件 費 率

　　　　　　Ｂ（26.1.1）

区　分

区　分

（注）

25年度

住民基本台帳人口

25年度

給　 料 職員手当 　　計　　Ｂ期末・勤勉手当

282,877

(H20.4.1)

90.3

(H20.4.1)

95.2

(H20.4.1)

98.3

(H25.4.1)

99.2

(H25.4.1)

104.6

(H25.4.1)

106.6

（H25.4.1）

※参考値

91.6

（H25.4.1）

※参考値

96.6

（H25.4.1）

※参考値

98.5

(H25.7.1)

99.6

（H25.7.1）

101.3

(H25.7.1)

104.0

85

90

95

100

105

110

115

西予市 類似団体平均 全国市平均
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　（５）給与改定の状況

①月例給

　　　

②特別給（期末・勤勉手当）

　　　

　２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成26年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円335,000 円408,472

287,992 円 326,611

平均給与月額

（Ａ）

円

人3,119 円

―

％

平均年齢

国の改定率

（参考）

勧　告

改定なし

国　の　年　間

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平
均給与月額である。

BA

（参考）

（改定率）

－

年間支給月数

0.95

給与改定率

％

247,330

平均給与月額

うち清掃職員

―

Ａ/Ｂ

人事委員会の勧告

民間の支給

支　給　月　数

月

割合　　　A

調理士

公務員の

民　　間

―

月

平均給与月額

（Ｂ）

―

－ 3.95

211,500

199,300

―

―

1.38

― ―

268,531

―

54.3
351,038 ―

国 円50.1 ―

371,574

310,621

歳

―

― ―

1.1044.6

―

336,564 323,268

うち用務員

愛媛県 50.1

うち学校給食員

265

類似団体

-

49.6 21

229,690

平均年齢

245,291

51.3

54.6

272,958

232,519

274,5769

51.3

7

332,322

261,620

224,833

257,663

250,156261,679

44.7

用務員

平均年齢

334,613

380,769

平均給与月額
（国比較ベース）

343,887

区分 較差民間給与 公務員給与

人事委員会の勧告

勧　告

A-B

A-B

月

％

－（　　　－　　％）

（改定月数）

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は
期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

（国比較ベース）
職員数

41.9

参考

440,901

国 43.5

月

－

区分

円
25年度

－ －

円 円

較差

支給月数　B

25年度
－ －

月

愛媛県 44.8

区　　分

西予市

歳

24

372,857

西予市

42.7類似団体

区　　分

公　　務　　員

345,804

52.9

平均給料月額

320,225

廃棄物処理業従業員

対応する民
間の類似職

種

3

―

平均給料月額 平均給与月額

-

297,583

347,490

－

月

288,100
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円 円

円 円

円 円

　（２）職員の初任給の状況（平成26年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円 円 円

円 円 円

　(注)　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値(減額

　　　前)である。

　（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成26年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円　　　　　　― 　　　　　　―

331,619

経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

241,741 322,882 356,961

367,624283,062

　　　　　　　― 　　　　　　―

　　　　　　　― 　　　　　　― 　　　　　　― 　　　　　　―

うち用務員 1.60

Ｃ/Ｄ
（Ｄ）

4,406,930

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など

－

除いたもの)で算出している。

１　「平均給料月額」とは、平成26年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース(＝時間外勤務手当等を

３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国比較ベース）の括弧書きは、給与・臨時改

例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

円

－

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員にお
いては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値であ
る。

公務員

―

総合職

2,777,600

―

うち学校給食員

区　　分

1.33

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成22～24年の３ヶ年
平均）

うち清掃職員

3,698,880

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致して
いるものではない。

―

民間

円

高　校　卒

2,747,000

1.08

140,702

区　　　　　分

4,250,511

一般行政職

（注）

大　学　卒 172,940

参　　考

愛　媛　県

176,355

国

181,200

172,200

375,106

140,100

一般職

3,939,100

137,789

122,122

一般行政職

中　学　卒
技能労務職

－

高　校　卒

高　校　卒

196,340

－

高　校　卒

区　　　　分

技能労務職

円

中　学　卒

西　予　市

大　学　卒

円

西予市

（Ｃ）

年収ベース（試算値）の比較

142,911
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　３　一般行政職の級別職員数等の状況

　（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成26年４月１日現在）

（注）１　西予市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

          ３　　再任用は含んでいません。

  

（注）平成18年度に9級制から7級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　

　（２）昇給への勤務成績の反映状況

　

円

136,183

円

円

244,747

円％

223,858

円

人

186,598

円

389,969

円

402,322

円

309,123

円

356,225

円

321,978 424,417

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

％

％

円

458,161

円

367,774

290,443

円

263,026

円

16.2

勤務成績の評定は未実施（懲戒処分者等を除く）

公平、公正な人事評価制度の確立に向け検討をしている。
平成21年度人事評価制度の研修実施
平成22年度人事評価一次試行
平成23年度人事評価二次試行
平成24年度人事評価導入

％

10

課長
10.2

％

％

14.4

人

40.8

％

15.7

７　級

２　級

５　級

６　級

係長、専門員

人

164

人

４　級

３　級

主査

人

41

58

63
主事、主事補１　級

65

0.2
部長（総括部長）

部長、課長

課長補佐

2.5

1

人

人

１級

15.7%
１級

14.4%

１級

14.0%

２級

14.4%

２級

18.3%

２級

20.3%

３級

40.8%

３級

37.1%

３級

35.6%

４級

16.2%
４級

17.6%

４級

17.0%

５級

10.2%

５級

10.0%
５級

10.2%

６級2.4% ６級2.4% ６級2.7%

７級0.2% ７級0.2% ７級0.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２６年の構成比 １年前の構成比 ２年前の構成比
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　４　職員の手当の状況

　（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円

（25年度支給割合） （25年度支給割合） （25年度支給割合）

期末手当　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・ 5 ～ 20 ％ ・ 5 ～ 20 ％ ・ 5 ～ 20 ％

・ 15 ～ 25 ％ ・ 10 ～ 25 ％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　

　（２）退職手当（平成26年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　退職手当の調整額 　退職手当の調整額

　定年前早期退職特別措置　（2%～20%加算） 　定年前早期退職特別措置　（2%～45%加算）

（退職時特別昇給　　　　　無　　）

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成25年度に退職した職員に支給された平均額である。

　（３）地域手当

（平成26年４月１日現在）

％ 人 ％－

43.70 52.44

52.44

52.44

52.44

－

21.62

52.44

27.025

30.82

43.70

30.82

21.62 27.025

36.57

手当なし

52.44

1.351.35

国

―

役職加算

管理職加算

36.57

支給対象職員数

役職加算

2.60 1.35

支給職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算）

支給対象地域

－

国の制度（支給率）

0.65 1.45

－

支給率

国

－

2.60

1.45

1,572

1.45

18,860

1,250

現在、一律支給

公平、公正な人事評価制度の確立に向け検討をしている。
平成21年度人事評価制度の研修実施
平成22年度人事評価一次試行
平成23年度人事評価二次試行
平成24年度人事評価導入
平成26年12月期より勤勉手当反映を実施

職制上の段階、職務の級等による加算措置

管理職加算

役職加算

2.60

１人当たり平均支給額（平成25年度）１人当たり平均支給額（平成25年度）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

愛　　　　　媛　　　　　県

支給実績（平成25年度決算）

8,258１人当たり平均支給額

職制上の段階、職務の級等による加算措置

0.65

西　　　　　予　　　　　市

0.65

西　　　　　予　　　　　市

　職務の級等の区分に応じた11段階の調整
月額を定め、職員の在職期間のうちその月
額が高い方から60月分の合計額を調整額と
して加算

　職務の級等の区分に応じた8段階の調整月
額を定め、職員の在職期間のうちその月額が
高い方から60月分の合計額を調整額として
加算
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　（４）特殊勤務手当（平成26年４月１日現在）

千円

　円

　％

円

円

円

　（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　（６）その他の手当（平成26年４月１日現在）

　配偶者 円

　配偶者以外 円

円

　　・特定扶養加算 円

（16歳～22歳）

　借家居住者　支給限度額 円

　持家居住者 円

　（新築購入から５年）

行旅死亡人等の死体処理の業務に従事した
職員

主な支給対象職員

入所者の処遇に直接従事する者

入所者の処遇に直接従事する者

入所者の遺体処理に直接従事する者
感染症患者若しくは感染症の疑いのある患
者の診療、看護、救護又は感染症菌附着し
た物件若しくは附着の危険がある物件の処理
作業に従事した職員

千円

千円

千円

864

991

7,947

240

0

千円

月額100万円を超えない範
囲内において、市長が定
める額

月額 6,000

1月につき当該医師の給
料月額の100分の70を超
えない範囲内において、
市長が定める額

野犬及び畜犬の捕獲業務に従事及び並び
に動物（犬・猫・狸・狐）の死体を処理した職
員

診療所に勤務する医師

院長の職にある者
医長の職にある者
医員の職にある者

東部・西部衛生センター及びクリーンセン
ターに勤務する職員

千円

千円

福祉事務所に勤務する生活保護の現業を行
う社会福祉主事及び査察指導員の現業職員

0

508

20,100
診療所に勤務する医
師の特殊勤務手当

診療所に勤務する医
師の研究手当

養護老人ホームに勤
務する職員の特殊勤
務手当

37,956

千円

千円

１回

19.1

8

円

月額 5,000

日額

支給実績
(25年度決算)

平均支給年額

月額 8,000

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

支給実績

千円82,060 円

支給実績（24年度決算）

11,000

5,000

2,000

国の制度との
異同及び異な

る内容
（25年度決算）

　死体１体につき7,000円

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

13,000

313,688

　１日につき1,200円

支給実績（25年度決算）

野犬捕獲及び動物死
体処理危険手当

扶養手当

手　当　名

行旅死亡人取扱手当

処理場勤務手当

生活保護業務員手当

6,500

感染症疫病作業等に
従事する職員の特殊
勤務手当

1,000

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度）

　　・配偶者のない職員の
　　　扶養親族のうち１人

52,913

175

支給職員１人当たり

同 246,428

円

27,000

内容及び支給単価

千円 190,600

（25年度決算）

221

異
持家居住者

支給なし

手当の種類（手当数）

手当の名称
左記職員に対する

支給単価

2,500

4,000

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

月額

円

支給実績（24年度決算）

56,545

円

住居手当 30,687
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　交通機関利用者

　　　支給限度額（月額） 円

　交通用具利用者（自転車、バイク等利用者）

　　通勤距離（片道）により支給

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

円

　管理又は監督の地位にある職員に支給

　　部長（総括） 円

　　部長、支所長 円

　　課長（6級） 円

　　課長（本庁） 円

　　課長 円

　　主幹 円

　　課長補佐 円

　５　特別職の報酬等の状況（平成26年４月１日現在）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

        勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

円／

円／

（参考）類似団体における最高／最低額

15Km以上

259,000

2Km以上

41,100

989,000

8,100

55Km以上

17,300

円／

円／ 483,000

　　支給単位期間（最長６か月間）の通
　　勤に要する運賃等の額により支給

35Km未満

673,200

816,000

41,152

230,000

円／

円／ 180,000

4,900

474,000

給料月額×在職月数×100分の27

－

任期満了時

－

19,169,856

5Km未満

備　　　　考

収 入 役

442,000

60Km以上

報

酬

副 議 長

収 入 役

区 分

781,300

給 料 月 額 等

通勤手当

8,724,672

10,40020Km未満

868,200

議 員

期
末
手
当

収 入 役

議 長

退
職
手
当

議 員

副市町村長

副市町村長

市区町村長 　　（25年度支給割合）

2.95

給

料

副市町村長

45Km未満

市区町村長

管理職手当

45Km以上

28,200

40Km以上

33,300

24,200

30Km未満

市区町村長

　　（25年度支給割合）

353,100

433,600

323,100

50Km未満

議 長

副 議 長 2.95

35Km以上

15Km未満

40Km未満 19,600

30Km以上

50Km以上

25Km以上

5Km以上

10Km以上

15,000

10Km未満

20Km以上

55Km未満 26,500

任期満了時

200,000

25Km未満

円

12,700

31,100

21,900

2,500

78,000

61,687同

同

－

47,600

626,000

給料月額×在職月数×100分の46

545,000

－

54,100

45,000

60Km未満

51,700

千円 411,249

28,800

86,093

円

千円
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　６　職員数の状況

　（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人

人）

人

人）

人
（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　（２）年齢別職員構成の状況（平成26年４月１日現在）

　

▲ 1

49

0

874

310

0

305

66

64

220

47

117 117

50

20

64

209

96

5

職 員 数

61

[    １，０９０  ］ [    １，０９０  ］

870

事務の統合縮小

25

4

平成26年

10

水　道

11

388

569 560

100

90

事務の統合縮小、退職者不補充

＜参考＞

0

0

▲ 5

1

0

27

合　　計

税　務

379

5

平成25年

19　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

教育部門

計

一
般
行
政
部
門

小　計

その他

19

下水道

労　働

病　院

交　通

小　計

農林水産

民　生

衛　生

1

＜参考＞

15

　　　　　　　　区　　分
　　部　　門

▲ 9

0
71.69

▲ 6

土　木

退職者不補充

議　会

普
通
会
計
部
門

消防部門

商　工

総　務

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　

47

▲ 1

その他

主 な 増 減 理 由

1

0

▲ 9

4342

業務増

0

133.94

＜参考＞

93.66
11

5

[           ］

▲ 5

▲ 4

208.09

事務の統合縮小、退職者不補充

事務の統合縮小

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　

（類似団体の人口１万人当たり職員数

0

90.65

事務の統合縮小▲ 2

104

対前年
増減数

業務増

（類似団体の人口１万人当たり職員数

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%
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　（３）職員数の推移

（単位：人・％）

%

%

%

%

%

%

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

区　分

未満

～

20歳

27歳

～

総合計

２４年２３年２２年２１年

消　防

122

629 596 576 569 560

870

310305

２５年 ２６年

388 379

117

　　　　　　　　年　　度
部　門　別

普通会計計

一般行政

63 63

122 124

612

教　育

人
職員数

～～

39歳

32歳

425

35歳31歳

人

28歳

43歳

～

24歳 36歳

27 54 71

人人

20歳

人 人 人

23歳

～

44歳40歳

59歳

56歳 60歳

～

人

48歳

計

人

47歳

人

51歳 55歳

85

～～

82

人

～

52歳

93 1487

▲ 11.0

▲ 58874

869

▲ 6.3906928

▲ 69

▲ 4.1

公営企業等会計計

1.6

▲ 5

1

444 410

117

6463

人

395

875890

118

294 299294

132 1141073

64

299 11 3.7

以上

人

過去５ 年間の
増減数（率）

▲ 65

64

▲ 14.6
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
　１　勤務時間

（注）　勤務課所によっては、始業、終業、週休日等が異なる場合があります。

　２　休暇

年次有給休暇 一の年ごとにおける休暇 １年につき２０日（前年の繰越日数の上限２０日のため最
高４０日）

１時間 土・日曜日

負傷又は疾病のための療養する
必要がある場合

・公務災害、通勤災害の場合は必要とみとめられる期
　間

・結核性疾患については１年、その他の負傷又は疫病
　については、９０日を超えない範囲で必要と認めら
　れる期間

始業 休憩時間

１７時１５分

週休日

７時間４５分

有
給
休
暇

特別休暇

３８時間４５分

１週間の
勤務時間

１日の
勤務時間

８時３０分

終業

病気休暇

公民権の行使
　必要と認められる期間

産前休暇
　８週間以内に出産する予定の女性職員が申し出した
　場合に出産の日まで

産後休暇
　出産の日の翌日から８週間

忌引
　父母の場合７日など

結婚休暇
　連続する５日以内

子の看護
　５日以内

無
給
休
暇

負傷、疾病又は老齢により２週間
以上にわたり日常生活を営むの
に支障があるものの介護をする場
合

一の継続する状態ごとに、連続する６月の期間内におい
て必要と認められる期間

介護休暇

種類 取得可能日数等休暇の概要、取得要件等

選挙権の行使、結婚、出産、交通
機関の事故その他の特別な事由
により、職員が勤務しないことが相
当である場合
　　主な休暇
　　　　公民権の行使、産前
　　　　休暇、産後休暇、忌引
　　　　結婚休暇、ボランティ
　　　　ア休暇、子の看護休暇
　　　　など
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況
　１　分限処分（平成２５年度）

１　地方公務員法に基づき分限処分に付された者の状況を示しています。

２　２以上の理由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。

　２　懲戒処分（平成２５年度）

１　地方公務員法に基づき懲戒処分に付された者の状況を示しています。

２　２以上の理由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。

５　職員の服務の状況
　１　年次有給休暇の取得状況（平成２５年１月～平成２５年１２月）

　２　育児休業等の取得状況（平成２５年４月～平成２６年３月）

　（１）育児休業の取得状況

　（２）介護休暇の取得状況

1                  

-                 -                  

-                 1                  

-                 

-                 2                  

（注）

女性男性

前年度から引き続き取得した者

1 17

介護休暇取得者 0 0

区分

新たに取得した者

女性

0 11

平均取得日数 平均消化率

10.5日 27.2％

男性

全職員

合計 1                 1                 -                 

-                 

職務上の義務に違反し又は職務を
怠った場合

-                 1                 -                 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行のあった場合

1                 

-                 -                 

11         

処分事由 戒告 減給 停職 免職

（注）

合計

合計 -          -          

失職した場合 -          -          -          -           

-           刑事事件に関し起訴された場合

-          -           

職に必要な適格性を欠く場合 -          -          

-          11        -          

-           

合計

11         

休職 降給

-          

処分事由

-          

-          

-          -          

勤務成績が良くない場合 -          -          

免職

心身の故障の場合 -          

法令に違反した場合 -                 

降任

-          

-          

11        

-          -          

-          

-           

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

-          -          -          
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６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
　１　研修の状況　（平成２５年度）

（１）一般研修

（２）派遣研修 　

9月
10～11月

50
40

44
37

130

7月
76
10

ごみ資源化

公債権・私債権の管理基礎

28
226
45

7月509

11～2月
2月

10月

22

9
9
9
9

行財政、法規、公務員倫理、人権、文
書、接遇、先輩職員講義、電算システ
ム、視察

容器包装プラスチック選別実習
一般質問傍聴,政策立案

パワーポイント活用講座

信頼される応対の基本姿勢（宇和病院主催）

見やすい資料の作成（情報推進課主催）
市立宇和病院
全職員(公募)

起案のあり方と審査のポイント
政策法務能力の向上≪検定受験≫

30

ストレスの気づきと部下･同僚のケア

議会対応研修 部･課長
補佐･係長
入庁２～３年
全職員(1名)

交渉での事前準備とテクニック折衝力・交渉力研修

議会傍聴
危機管理
後期(2日間)

接遇研修

勤勉手当への反映と評価基準の確認全職員

H25.4.1任用者

専門員係長級
全職員(公募)
主査・専門員級

研修名(期間) 研修内容 研修内容 人数 時期

新人フォロー研修

西予市発展の方策 プレゼンテーション
議会答弁作成　答弁実践演習

前期(4日間)

5月

道路技術(橋梁保全),道路技術(構造物設計)

国際文化アカデミー

日本経営協会

国土交通省
四国地方整備局

5

6

6

2

人数
1

66

オフィス2010導入時研修(情報推進課主催)

派遣先
自治大学

人事評価研修
所属長推薦者
全職員(公募)

都市計画全国建設研修センター

自治体法務検定
ＯＪＴ研修

愛媛県研修所

債権管理研修

ＯＪＴをとおした部下育成

ワードエクセル2010研修

市町村アカデミー

わかりやすい固定資産実務講座(2日間),地方自治体における訴訟
基礎事務(2日間),地方公共団体における契約実務（2日間）,非常
勤職員の任用と管理実務(2日間),介護保険施設等における指導監
査（2日間）,出納事務の合理的運用実務(2日間)

6月～8月

5月

8

1

12

研修名(期間)
第２部課程

課長級(2日間),係長級(4日間),中堅職員(4日間),ステージアップ
【民法,文書力向上,政策法務,地方自治法,行政法,ロジカルシン
キング,ファシリテーション,政策形成,法制執務,マネジメント能
力,政策立案,問題解決能力,意志決定能力,コーチング】(2～3日
間),生活保護(2日間),児童福祉(2日間),土木職員(3日間),財政運
営(3日間),メンタルヘルス(2日間),危機管理(2日間),部長級セミ
ナー,OJT指導者,クレーム対応出前講座

住民と行政の協同(9日間),自治体財政運営(11日間),環境問題に
関する政策法務(5日間),下水道事業の経営管理(5日間),地域保健
と住民の健康増進（9日間）

人事評価制度における評価結果の活用(2日間),全国地域づくり人
材塾(3日間),市町村議会事務局職員研修(4日間),歴史的町並みを
生かした観光戦略(2日間),農業振興と地域の活性化(5日間),地域
おこし協力隊ステップアップ研修（2日間）

時期
1月～3月

5月～2月

10月～2月

4月～2月

5月～10月

各職場で管理監督者が日常業務を通じて指導職場研修（ＯＪＴ） 通年
（３）職場研修

電話対応地区コンクール(1日),電話対応県コンクール(1日),フェ
イスブック活用セミナー(1日)

政権交代と地方自治の行方(2日),公共建築工事標準仕様書等講習
会(5日)PPP・PFI協会セミナー(2日),職員採用における課題と対
策（1日）行政経営改革フォーラム（1日）法制執務セミナー(1
日)

その他

日本電信電話ユーザ協会

（４）自主研修
自主研修 申請グループなし -

新規採用
　職員研修

8月～11月

メンタルヘルス研修
行政事務と行政文書研修

5月～1月

災害時対応,救急救命

4月

9月
11月

9～1月

7～8月

5月

5月
6月

6月

仕事の進め方
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　２　勤務成績の評定の状況

７　職員の福祉及び利益の保護の状況
　１　福利厚生制度に係る負担状況（平成２５年度）

　２　公務災害等の状況

（１）公務災害の状況　（平成２５年度）

（２）通勤災害の状況　（平成２５年度）

８　職員の勤務条件に関する措置の要求の状況
平成２５年度における公平委員会への措置要求の状況

　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、市の当局により

不適当な措置が執られるできことは要求することができます。

９　職員の不利益処分に関する不服申立ての状況
平成２５年度における公平委員会への不服申立ての状況

　職員は、懲戒その他、その意に反して不利益な処分を受けた場合に、公平委員会に対して、

不服申立てを行うことができます。

取下件数

取下件数

4

平成26年度への
繰越件数

平成24年度末現在
未処理件数

受理件数 認定件数 公務外件数

平成24年度末
の係属件数

公務外件数

平成26年度への
繰越件数

（注）

（注）

受理件数

　平成２２年度に人事評価制度検討委員会を立ち上げ、目指すべき職員像の実現に向けた人材育成型の評価制度
を構築しました。勤務態度や職務能力について、自己評価・評価者面談・一次、二次評価を行い、公平、透明、納得
の下で適正配置や昇任昇格に活用します。

平成24年度末
の係属件数

平成25年度中の
申立件数

４，６４３千円

1 件

７０４，０００千円

３５，２４６千円

件件 0 件 0 件

〃

愛媛県市町村職員互助会への負担金

共済組合への負担金

3

認定件数
平成25年度末現在

未処理件数

愛媛県市町村職員共済組合

件

2 件

平成25年度末現在
未処理件数

公立学校共済組合愛媛支部

件0 件

平成24年度末現在
未処理件数

00 件

平成25年度中の
要求件数

平成25年度中の
終結件数

件

0 件0 件 0

件

0 件0 件 0 件 0

平成25年度中の
終結件数

0 件0 件 0 件 0
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